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　先に述べたようにＤＶ防止法は、2001 年に制定後から 2004 年と 2007 年の二回の改

































神奈川県における D V 被害者支援システムの一考察
ものであるとした法の立場からすれば当然であるが、第 8 条では当初から警察官の暴力
被害の阻止や保護への積極的関与を義務付けていた。これに加えて、2004 年法では 8 条
の 2 に警察本部長の関与を義務付けた。これは一警察官に付託されていた保護・支援が、
県本部レベルでの組織的で広域な実施を義務付けたことになる。


































出典： 表 1 から 4 までの表は、松村歌子（2007）ＤＶ防止法の改正とこれからの被害者支援　関西福祉科学大学紀要　第 11
号　175 ～ 177pp が単表票で作成したものを筆者が 4 分割して再編し、内容も一部、加筆修正したものである。
表 2　ＤＶ防止法の主な改正推移（国及び地方公共団体・配偶者暴力相談支援センター）
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神奈川県における D V 被害者支援システムの一考察
表 4　ＤＶ防止法の主な改正推移（警察本部長・福祉事務所等）













































　一方、内閣府男女共同参画局は、2009 年 3 月に「男女間における暴力に関する調査報
告書」5）（以下、「調査」と表す）を発表している。これに拠れば、女性の配偶者からの暴
力等の被害経験は、何度もあった 10.8％、1,2 度あった 22.4％で、この二つを合わせる
と 33.2％に上る。年齢別においても、20 歳代から 60 歳以上まで等しく、3 割を超える
暴力被害経験を有している（40 歳台が 38.3％と最も高い比率を占めている）。つまり、「調
査」は全女性の 3 割を越す割合で被害経験があったとするのである。
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相談別 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
来所 11,035 12,758 14,692 14,864 16,688 17,662 19,131 20,941
電話相談 23,950 29,820 33,736 36,475 40,705 43,004 47,107 49,849
その他 958 647 901 806 1,135 1,412 1,958 2,002








2005 2006 2007 2008
面接相談
受付件数（Ａ） 1,682 1,584 1,539 1,575
延べ件数（Ｂ） 14,329 14,907 12,461 12,823
電話相談延べ件数（Ｃ） 4,585 5,294 5,081 5,176
相談延べ件数（Ｂ）＋（Ｃ） 18,914 2,0201 17,542 17,999
出典：神奈川県立女性相談所　女性相談所業務概要平成 20・21 年度版より筆者作成
2）相談経路
　相談経路（表 8 参照）の第 1 位は、他の婦人相談員（＝市町村の婦人相談員）からの












2005 2006 2007 2008
件数（件） 比率（％） 件数（件） 比率（％） 件数（件） 比率（％） 件数（件） 比率（％）
本人自身 154 9.2 174 11.0 176 11.4 195 12.4
警察関係 215 12.8 229 14.5 256 16.6 213 13.5
法務関係 1 0.1 1 0.1 1 0.1
他府県の婦人相談所 7 0.4 3 0.2 7 0.4
他の婦人相談員 982 58.4 900 56.8 753 48.9 843 53.5
福祉事務所 182 10.8 140 8.8 152 9.9 163 10.3
他の相談機関 73 4.3 57 3.6 64 4.2 63 4.0
社会福祉施設等 55 3.3 73 4.6 115 7.5 73 4.6
医療機関 1 0.1 1 0.1 1 0.1
教育機関 1 0.1
労働機関
縁故者・知人 11 0.7 9 0.6 7 0.4
その他 2 0.1 8 0.5 10 0.6 9 0.6




出典：神奈川県立女性相談所　女性相談所業務概要平成 20 年度・21 年度版より筆者作成
3）神奈川県におけるＤＶ対策の特徴
　神奈川県は配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基
本計画として、「かながわＤＶ被害者支援プラン（平成 21 年度から平成 25 年度）」を公


























































出典： 神奈川県県民部人権男女共同参画課　平成 21 年 3 月　かながわＤＶ被害者支援プラン（平成 21 年から平成 25 年度）
ダイジェスト版　から筆者が官民連携の箇所を抜粋した。
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4）神奈川県の支援体制
　神奈川県における DV 被害者の支援体制は、表 10 に示すように、県立の 2 ヶ所の相



















民間 6 団体（1 団体で複数の居室運営）神奈川県立かながわ女性センター［女性センター］
表 11　全国の相談機関設置状況
都道府県
北海道 16 青森県 8 岩手県 11 宮城県 1 秋田県 6 山形県 5 福島県 8 茨城県 1 栃木県 2 群馬県 1 埼玉県 1 千
葉県 16 東京都 3 神奈川県 2 新潟県 1 富山県 1 石川県 1 福井県 8 山梨県 2 長野県 2 岐阜県 7 静岡県 1 愛
知県 8 三重県 1 滋賀県 3 京都府 3 大阪府 7 兵庫県 1 奈良県 1 和歌山県 1 鳥取県 3 島根県 1 岡山県 2 広島
県 3 山口県 1 徳島県 3 香川県 1 愛媛県 2 高知県 1 福岡県 10 佐賀県 2 長崎県 2 熊本 1 県大分県 2 宮崎県
1 鹿児島県 9 沖縄県 4
市区町村
札幌市 2 金沢市 旭川市 名古屋市 盛岡市 神戸市 古河市 伊丹市 郡山市 岡山市 宇都宮市 倉敷市 日光市 広島
市 吉川市 宇部市 野田市 鳴門市 北九州市 港区












































2 ．警察署に相談して保護を希望した場合 → 相談を受けた警察署の所在地の市区町村が
支援の実施機関となる。
3 ．支援センターに相談して保護を希望した場合 → いずれかの市区町村に行ってもらい、
そこから支援開始。








きた。こうして、1993 年 1 月に独立したシェルターの運営を始めたのである。
　しかし、シェルター運営には当然、施設維持費や支援のための人件費が必要となる。

























































がわＤＶ被害者支援プラン（平成 21 年度から平成 25 年度）」に象徴されるように、県
と市区町村そしてシェルターを運営する民間団体との官民連携による支援の姿が明らか











































を県内に 1 ヶ所しか設置していない県は 18 県に上る。2 ヶ所設置が神奈川県を含めて
9 県である。多いところでは北海道 16 ヶ所に札幌市 2 ヶ所＋旭川市 1 ヶ所を含めると













































注 1 ：神奈川新聞　9 月 20 日　高津署は 20 日、同居する女性を殺したとして、殺人の疑いで、住所不定、無職松
本直也容疑者（22）を逮捕した。亡くなったのは東京都世田谷区非常勤職員和田裕子さん（29）で、和田さん
は 15 日にドメスティックバイオレンス（ＤＶ）などで同署に相談に来ていた。















　　 　現場は東急田園都市線二子新地駅から南東に約 900 メートルの住宅街。近隣住民からは、男女の言い争う声
を聞いたとの証言が複数聞かれた。
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